












































































































































































IPO新投資口上場日

公募価格と投資口価格
2ndPO新投資口上場日 3rdPO新投資口上場日 4thPO新投資口上場日

280,000 

300,000 
2003/9/10 2004/8/3 2005/8/1

（円）
2013/8/13(注)

240,000 

260,000 
第8期終値平均
248,307

第22期最高値146,800円（2014年6月20日）

第22期最安値115 400円（2013年2月4日）



東証REIT指数と東急REIT投資口価格
2003/9/10 = 100% 

第4期末

2003/12/18
業績修正

2004/7/1
2ndPO 発表

2005/7/6
3rdPO 発表

第2期末上場日
第6期末 第8期末 第10期末 第12期末 第14期末 第16期末 第18期末 第22期末

2013/7/26
4thPO 発表

第20期末

145%

TOKYU REIT 東証REIT指数
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東証不動産指数と東急REIT投資口価格

120%

110%

2003/9/10 = 100%

東証不動産指数 東急REIT

100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。 88



貸借取引
2005/7/6

表
2004/7/1 2013/7/26

発表

5000
（口）

3rdPO発表

第2期末

2ndPO発表

第4期末 第6期末 第8期末 第10期末 第12期末 第14期末 第16期末 第18期末 第22期末

4thPO発表

：差引＝融資残高－貸株残高

(注) 第20期末

1000

3000

0

-3000

-1000
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-5000

-9000

-7000

-13000

-11000

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。 89
(注)本資料に記載の投資口価格及び出来高は、2014年2月1日に行った投資口分割(5分割)を考慮し、それ以前の数値を修正している。



　　 月別出来高及び売買回転率

立会 立会外 市場計

口 口 口 口 口 口 日 口

43,182 5,465 48,647 9,716 58,363 83.35% 98,000 59.55% 93 627.56

39,511 2,884 42,395 14,480 56,875 74.54% 98,000 58.04% 124 458.67

43,909 14,275 58,184 22,961 81,145 71.70% 141,377 57.40% 122 665.12

45,878 12,624 58,502 19,643 78,145 74.86% 142,000 55.03% 122 640.53

51,486 10,692 62,178 12,694 74,872 83.05% 169,275 44.23% 123 608.72

48,697 8,287 56,984 12,241 69,225 82.32% 169,380 40.87% 124 558.27

52,579 13,464 66,043 13,172 79,215 83.37% 169,380 46.77% 124 638.83

90,395 16,245 106,640 8,302 114,942 92.78% 169,380 67.86% 123 934.49

95,085 6,229 101,314 8,376 109,690 92.36% 169,380 64.76% 122 899.10

54,771 5,544 60,315 10,158 70,473 85.59% 169,380 41.61% 124 568.33

72,439 3,127 75,566 9,983 85,549 88.33% 169,380 50.51% 121 707.02

62,992 2,771 65,763 9,216 74,979 87.71% 169,380 44.27% 123 609.59

80,990 2,906 83,896 8,559 92,455 90.74% 169,380 54.58% 120 770.46

60,513 2,054 62,567 14,021 76,588 81.69% 169,380 45.22% 123 622.67

64,090 1,947 66,037 21,374 87,411 75.55% 169,380 51.61% 122 716.48

53,075 1,908 54,983 22,143 77,126 71.29% 169,380 45.53% 122 632.18

53,224 1,583 54,807 22,188 76,995 71.18% 169,380 45.46% 123 625.98

62,244 1,942 64,186 17,468 81,654 78.61% 169,380 48.21% 125 653.23

59,980 1,650 61,630 19,741 81,371 75.74% 169,380 48.04% 123 661.55

125,820 3,512 129,332 23,751 153,083 84.48% 169,380 90.38% 123 1,244.58

127,591 23,579 151,170 9,540 160,710 94.06% 193,611 83.01% 122 1,317.30

315,352 81,696 397,048 15,182 412,230 96.32% 977,600 42.17% 123 3,351.46

1,703,803 224,384 1,928,187 324,909 2,253,096 85.58% 200,826 1,121.91% 2,671 843.54

（注）上場（2003年9月10日）来の数値を示す。
＊2014年2月1日をもって投資口を5分割しているが、数値の換算等の修正は行っていない。

第1期（注）
(2003年9月～2004年1月)

期中平均発行済
投資口数

第19期
(2012年8月～2013年1月)

第18期
(2012年2月～2012年7月)

回転率

第17期
(2011年8月～2012年1月)

第7期
(2006年8月～2007年1月)

市場外
合計

ａ
市場取引
占有率

項目
市場

第2期
(2004年2月～2004年7月)
第3期
(2004年8月～2005年1月)
第4期
(2005年2月～2005年7月)
第5期
(2005年8月～2006年1月)

第16期
(2011年2月～2011年7月)

第14期
(2010年2月～2010年7月)
第15期
(2010年8月～2011年1月)

第12期
(2009年2月～2009年7月)
第13期
(2009年8月～2010年1月)

第9期
(2007年8月～2008年1月)

第22期
(2014年2月～2014年7月)

合計（注）

第21期
(2013年8月～2014年1月)

第20期
(2013年2月～2013年7月)

出来高/日
ａ/ｂ

営業日数
ｂ

第10期
(2008年2月～2008年7月)
第11期
(2008年8月～2009年1月)

第6期
(2006年2月～2006年7月)

第8期
(2007年2月～2007年7月)
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(1) 資産運用報酬(1) 資産運用報酬
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※報酬総額 減少 も拘らず 資産運用サ ビ クオ を向上さ る

資産運用報酬総額と資産運用会社人員数

50900

期末資産運用会社人員数

（人）

資産運用報酬総額

（百万円）

※報酬総額の減少にも拘らず、資産運用サービスのクオリティを向上させる。

40

45

50

800

900

資産運用報酬総額 期末資産運用会社人員数
48人48人

30

35

40

600

700

スポンサーシップ再構築
移行期間

（2011年1月～2012年6月末）

20

25

30

400

500
（注2）

10

15

20

200

300
時限的報酬削減期間
（第12期～第15期）

（注1）

時限的報酬
削減期間

（第20期
～第23期）

（注1）

時限的報酬削減期間
（第16期～第19期）

（注1）

0

5

10

0

100
インセンティブ報酬料率削減

（第8期より）

2014年9月11日作成

00
第1期

（2004.1）

第3期

（2005.1）

第5期

（2006.1）

第7期

（2007.1）

第9期

（2008.1）

第11期

（2009.1）

第13期

（2010.1）

第15期

（2011.1）

第17期

（2012.1）

第19期

（2013.1）

第21期

（2014.1）

第23期

（2015.1）

予想

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。 95
※コメントは東急REIM

（注1） 時限的報酬削減にあたって、資産運用会社は、提供するサービスの水準を低下させないことを東急REITに表明している。

第23期

(2015.1)
予想

第24期

(2015.7)
予想

第22期

(2014.7)

（注2） 東急REITは、2014年9月12日付で資産運用会社から第24期(2015年7月期)以降の資産運用報酬の一部変更の申入れを受けている。



インセンティブ報酬のストラクチャー

投資口価格終値

※ 期中平均の投資口価格終値が、過去最高値（ハイウォーターマーク）を上回った場合、インセンティブ報酬が発生

投資口価格終値

期中平均

※ xyzはインセンティブ報酬の
算定ベ

※過去最高値は

248,307円（第8期平均） (注)

ｚ
算定ベース

※ハイウォーターマーク

ｙ
10,000円の上昇により

1投資口あたり40円発生

ｘ ※ 投資家と同じ船に
乗ったフィーストラクチャー

投資口価格終値

期中平均

決算期第n期 第n+1期 第n+2期 第n+3期 第n+4期

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。

インセンティブ報酬 ＝ 対象期間の前期末発行済投資口数 × （x, yまたはz） × 0.4%
※コメントは東急REIM

96
(注)本資料に記載の投資口価格及び出来高は、2014年2月1日に行った投資口分割(5分割)を考慮し、それ以前の数値を修正している。



インセンティブ報酬の推移

投資 価格終値 均 ブ報酬 推移

投資口価格終値平均（円）

投
資
口
価
格

投資口価格終値平均とインセンティブ報酬の推移
（ハイ・ウォーターマーク）

投資 価格終値平均（円）

インセンティブ報酬対象額（円）

インセンティブ報酬総額（千円）

格

※248,307円に戻るまで

インセンティブ報酬の発生はない

56,646円
248,307円

第22期末時点のハイ・ウォーターマーク 248,307円

※第23期及び第24期の

180,487円

191,661円
200,132円

7 075円

8,088円

27,183円
11,174円

※第23期及び第24期の

業績予想において、

インセンティブ報酬の

発生を見込んでいない

128,619円

138,141円

145,216円

153,304円

479,734

167,180円

22,453 円

9,522 円

7,075円

(注)

131,777円

110,023
46,655 50,235 57,421 94,634

106,165円

479,734

191,893

インセンティブ報酬
料率変更

（1.0%⇒0.4%）

120,714円

99,354円

95,715円 94,172円

発生なし

98,085円

106,931円

81,328円
80,332円

230,212

84,558円

発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし

115,068円

発生なし

116,503円

発生なし

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。

第9期第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期

6,655

決算期 第10期

224円 65円 70円 67円 271円 111円 226円一口当たり
インセンティブ報酬額 0円

第11期 第12期 第13期 第14期

97

第15期 第16期 第17期

発生なし

第18期 第20期第19期

※コメントは東急REIM

第21期

発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

第24期

（予想）

発生なし

0円

(注)本資料に記載の投資口価格等は、2014年2月1日に行った投資口分割(5分割)を考慮し、それ以前の数値を修正している。

第23期

（予想）

第22期

発生なし

0円
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売却物件情報と検討率

60 0%200

売却物件情報 売却物件情報に対する検討率

※第13期に2物件譲渡に伴う
回収資金の再投資方針を公表

47.6%
51.8%

54.5% 55.6%

50.0%

60.0%

検討率

161 165

192 

180 

200 

売却物件情報指数

(注)(注)(注)(注)

37.5%
39.7%

41.8%

33.3%
35.0%

40.0%
146 

153 
165 

140 

160 

37.5%
33.6%

29.5%

20.2%
23.7%

27.7%
27.3%

20 0%

30.0%

100
108 

118 

88

108 
113 

106 

100 

120 

11.9%

9.4%

16.7%

17.4%

12.3%

21.6% 20.5%

10.0%

20.0%100 

92 

88 
92 82 96 

65 54

61 
56 60

80 

0.0%

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期第11期第12期第13期第14期第15期第16期第17期第18期第19期第20期第21期第22期

44 51 

54 

40 

60 

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期第11期第12期第13期第14期第15期第16期第17期第18期第19期第20期第21期第22期

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。

（注）売却物件情報指数は、東急REIMが入手した売却物件情報の件数を、第1期を100として指数化したもの （注）検討率は、東急REIMが入手した売却物件情報のうち、社内において検討したものの割合

99※ コメントは東急REIM



物件取得のタイミングとペース (REIT市場全体ｖｓ東急REIT）

※東急REITは 不動産金融緩和期には取得のスピ ドをゆるめた

800,00030

（百万円）(DI)

不動産金融 ※不動産金融緩和期の後半では

※東急REITは、不動産金融緩和期には取得のスピードをゆるめた。

600,000

700,000

10

20

不動産金融
緩和期

※不動産金融緩和期の後半では
REITの価格規律が働き
取得のペースが落ちた。
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取得価額（REIT市場全体） 取得価額（東急REIT） 貸出態度DI（全産業） 貸出態度DI（不動産業）

2014年9月11日作成

取得価額（REIT市場全体） 取得価額（東急REIT） 貸出態度DI（全産業） 貸出態度DI（不動産業）

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。 100
出所：日本銀行「短観（業種別計数）」

※コメントは東急REIM＊取得価額は、横軸に記載された月を含む前3ヶ月間（例： “2008.6”→2008年4月～同6月）に取得した物件の取得価額合計を示す。

（ただし、”2014.7”は2014年7月1日～2014年7月31日までの実績）



含み損益分析

物件取得タイミング別含み損益 含み損益内訳

(百万円)

※不動産価格には循環性があり、物件取得はタイミングが重要

含み損益(百万円)

17,272 

11,000 

16,000 

21,000 

第22期末含み損益

含み損益(百万円)

20,000

25,000

30,000
24,452百万円

3,696 

-52 -578 

-3,032 
-2,022 

-1,106 -1,577 -1,024 
-87 -9 

-2,493 
-878 -164 

339 

-34 

95 

2,202 

-4,000 

1,000 

6,000 

10,000

15,000

20,000

17物件
10,549百万円

ネット額

*追加取得を行った物件（cocoti（ココチ）、TOKYU REIT虎ノ門ビル）は取得価額の割合に応じて算出

(%)(DI) -5 000
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5,000

96 

98 

100 
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15

-15,000

-10,000

5,000
13物件

-13,904百万

90 

92 

94 

-35
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-25
-20
-15
-10

貸出態度DI（不動産業） オフィス稼働率（東京23区）

-20,000

2014年9月11日作成 本資料は情報の提供のみを目的としており、特定の商品についての取引の勧誘を目的とするものではありません。その他注意事項については、最終ページをご確認下さい。

出所：日本銀行「短観（業種別計数）」 ※コメントは東急REIM
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金融機関の貸出態度DIと東急REITの物件取得タイミング

100

10

15 (%)

※金融機関の貸出態度は緩和的な状況が継続。稼働率も回復が進む。

(DI)

ギャップの存在

94

96

98

15

-10

-5

0

5

緩和的状況が継続しているＤＩと回復途上の
稼働率の間にギャップが存在しており、
今後も不動産価格上昇が見込まれる。
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-35

-30

-25

-20
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貸出態度DI（不動産業）

オフィス稼働率（東京23区）

80,300 
80,000 
90,000 

取得価額合計 譲渡価額合計

90-35

IPO時取得物件
(百万円)

29,860 
40,000 
50,000 
60,000 
70,000 

りそな・マルハビル取得
23,260百万円

カレイド渋谷宮益坂取得
5,150百万円
渋谷Rサンケイビル取得
5,270百万円
東急虎ノ門ビル取得
15,000百万円

,

14,570 
8,630 

14,700 
9,800 6,810 7,000 

5,116 1,300 140 

13,980 
18,296 

1,196 

18,030 

8,600 
5,010 4,530 

25,420 

-6,480 -8,400 -42,00010 000
0 

10,000 
20,000 
30,000 菱進原宿ビル取得

14,160百万円

23,260百万円

りそな・マルハビル譲渡
42,000百万円

菱進原宿ビル譲渡
8,400百万円

横浜山下町ビル
（バーニーズニューヨーク横浜店）譲渡

OKIシステムセンター（底地）取得
4,530百万円

2014年9月11日作成

8,400 ,-10,000 

本資料は情報の提供のみを目的としており、特定の商品についての取引の勧誘を目的とするものではありません。その他注意事項については、最終ページをご確認下さい。 ※コメントは東急REIM
出所：日本銀行「短観（業種別計数）」、シービーアールビー株式会社

＊取得価額は、横軸に記載された月を含む前3ヶ月間（例： “2008.6”→2008年4月～同6月）に取得した物件の取得価額合計を示す。

,000百万円
（売却益18,258百万円）

8,400百万円
（売却損7,179百万円）

譲渡
6,480百万円（売却益1,636百万円）
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第2回無担保投資法人債（2014年10月償還） 第3回無担保投資法人債（2022年10月償還）

(bps)

セカンダリー市場のスプレッドの推移
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220
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220
第4回無担保投資法人債（2019年2月償還） 第5回無担保投資法人債（2021年3月償還）(bps) (bps)
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2014年3月11日第5回無担保投資法人債発行

0

20

0

20
2007年10月24日第2回無担保投資法人債発行 2012年10月22日第3回無担保投資法人債発行

2014年2月14日第4回無担保投資法人債発行

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。 103



大量保有報告書

53,867 5.51%

野村證券株式会社 2,335 0.24%

NOMURA INTERNATIONAL PLC 874 0.09%

NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL,Inc. 18 0.00%

野村アセットマネジメント株式会社 35,640 3.65%

朝日火災海上保険株式会社 15,000 1.53%

138,271 14.14%

三井住友信託銀行株式会社 5,249 0.54%

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 107,166 10.96%

日興アセットマネジメント株式会社 25,856 2.64%
*第22期に報告義務が発生した大量保有報告書及び変更報告書につき記載

　同一の提出者から複数回提出された場合は直近の報告書につき記載

（注）訂正報告書が提出された場合については、当該訂正報告書の提出日を記載

対象期間：2014年2月1日～2014年7月31日

2014年3月20日

報告書に記載された
保有投資口数 提出日（注）

2014年7月31日 2014年8月7日

保有割合

三井住友信託銀行株式会社

提出者
報告義務
発生日

2014年3月14日

野村證券株式会社

 2014年9月11日　作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。  104



アナリストカバレッジ＜ご参考＞アナリストカバレッジ＜ご参考＞
2014年8月25日時点

評価 日付
TOKYU REIT

終値（円）
アナリスト
（敬称略）

目標価格
（円）

期間

メリルリンチ日本証券株式会社
買い 2014/4/25 130,800 メリルリンチ日本証券株式会社

姉川 俊幸
145,000 12ヶ月

中立 2014/3/14 121 000 野村證券株式会社 124 000 12ヶ月中立 2014/3/14 121,000
荒木 智浩

124,000 12ヶ月

アウトパフォーム 2014/3/14 121,000 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社

竹内 一史
185,400 12ヶ月

中立 2014/4/8 125,200 大和証券株式会社
住谷 智宏

126,000 N/A

中立 2014/7/8 143,100 SMBC日興証券株式会社
鳥井 裕史

155,000 12ヶ月

アウトパフォーム 2014/8/5 140,600 クレディ・スイス証券株式会社
望月 政広

150,000 N/A

出所 ： ブルームバーグをもとに、東急REIMが作成

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。

出所 ： ブル ムバ グをもとに、東急REIMが作成
*上記のほか、みずほ証券 石澤卓志チーフ不動産アナリストのレポートを確認しています。
*レーティング（評価）は、変更されていることがありますので、直接ご確認下さい。
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環境への取組み

環境への配慮に関する方針

■2014年3月、「環境への配慮に関する方針」を策定

環境への配慮に関する方針

1．背景と目的
グローバルの不動産投資運用業界においては、温室効果ガス排出の多

くが不動産セクターに起因することを背景に、国連責任投資原則（PRI）、

2．環境への配慮に関する方針
本投資法人は、不動産投資運用における環境への配慮の重要性を認

識し、企業の社会的責任として、環境負荷の低減や、持続可能な社会

およびその不動産版である「責任ある不動産投資」（RPI）が普及し、運

用業務の全般において環境への配慮の重要性が広く認識されつつあり

ます。本投資法人は、投資主価値の最大化を究極の目的とし、成長性、

安定性及び透明性の確保を目指しています。そのためには、業務運営

の実現を目指した取組みを継続していきます。

( 1 )環境への配慮に関する取組みの推進
( i )省エネルギーと低炭素化の推進
( ii )節水と廃棄物削減の推進
( iii )安全衛生や快適性の配慮

における環境への配慮と、その取組みの適切な開示がますます重要に

なっていくと考えており、ここに「環境への配慮に関する方針」を策定しま

す。

( iii )安全衛生や快適性の配慮
( 2 )環境への配慮に関する推進体制の整備

( i )責任ある法人としての体制の整備
( ii )社外の関係者との協働

■2014年GRESB調査への参加

東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメントは 東急リアル･エステート投資法人を対象として

GRESB（グローバル不動産サステナビリティ・ベンチマーク）は、ＡＰＧ、ＰＧＧＭなど欧州の年金基金グ

ループが創設した不動産会社・運用機関のサステナビリティ配慮を測るベンチマークで、欧米・アジアの主
要機関投資家によって投資先を選定する際などに活用されています。

東急リアル・エステ ト・インベストメント・マネジメントは、東急リアル･エステ ト投資法人を対象として、
2014年GRESB（グローバル不動産サステナビリティ・ベンチマーク）調査に参加しました。

2014年9月11日作成 本資料は情報の提供のみを目的としており、特定の商品についての取引の勧誘を目的とするものではありません。その他注意事項については、最終ページをご確認下さい。

※コメントは東急REIM

要機関投資家によって投資先を選定する際などに活用されています。
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日本銀行による不動産投資法人投資口(J‐REIT)の買入

1. 概要

（1）買入対象 ・AA格相当以上のもので、信用力その他に問題のないもの

・売買成立日数が年間200日以上かつ年間の売買の累計額が200億円以上

1. 概要

（1）買入対象 ・AA格相当以上のもので、信用力その他に問題のないもの

・売買成立日数が年間200日以上かつ年間の売買の累計額が200億円以上売買成立日数が年間200日以上かつ年間の売買の累計額が200億円以上

（2）買入方式 ・信託銀行を受託者とし、信託財産として買入れ

・市場の状況に応じ、日本銀行が定める基準に従って受託者が買入を進める。

（3）買入価格 ・取引所での売買高加重平均価格

売買成立日数が年間200日以上かつ年間の売買の累計額が200億円以上

（2）買入方式 ・信託銀行を受託者とし、信託財産として買入れ

・市場の状況に応じ、日本銀行が定める基準に従って受託者が買入を進める。

（3）買入価格 ・取引所での売買高加重平均価格

（4）買入額 ・年間約300億円（2014年末見通し1,700億円）

（5）買入限度額 ・各銘柄の発行残高の5％以内

（6）議決権行使 ・指針を日本銀行が定め、信託銀行が行使

（7）売却 指針を日本銀行が定め 信託銀行が処分

（4）買入額 ・年間約300億円（2014年末見通し1,700億円）

（5）買入限度額 ・各銘柄の発行残高の5％以内

（6）議決権行使 ・指針を日本銀行が定め、信託銀行が行使

（7）売却 指針を日本銀行が定め 信託銀行が処分（7）売却 ・指針を日本銀行が定め、信託銀行が処分

2. これまでの買入結果 （2014年7月31日現在、推定値）

（7）売却 ・指針を日本銀行が定め、信託銀行が処分

2. これまでの買入結果 （2014年7月31日現在、推定値）

2010年12月

2011年1月～12月

2012年1月～12月

22億円

643億円

446億円

2013年1月～12月

2014年1月～8月

299億円

142億円

1 552億円合計

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。 107

出所 ： 日本銀行ウェブサイトより東急REIMが作成

※コメントは東急REIM

1,552億円合計



個人投資家や年金基金にREITの理解を深めていただくための方策

個人投資家
ウェブサイトの充実や個人投資家説明会の開催を通じて、個人投資家向けの情報開示を継続的に実施

＜個人投資家に対するIR活動状況＞

有価証券報告書

法令等による開示

資産運用報告書

ウェブサイトによる自主開示 説明会

決算短信

東京証券取引所 適時開示

不動産投資信託証券の発行者等の

運用体制等に関する報告書

資産運用報告書

決算説明資料及びデータブック

決算説明音声配信

その他 上場以来の開示情報
他

個人投資家向け説明会+ +

＊なお、REIT投信を含む実質個人投資家は、TOKYU REIT投資主の最大セクター

運用体制等に関する報告書
他

他

年金基金

長期投資に耐えうる高いレベルのガバナンスとディスクロージャーにより信認を得る。

投資法人役員会と監督役員の監視機能を最大限に引き出す重めのガバナンス投資法 役員会 督役員 視機能を最 限 す

透明性を確保するため、法定開示に加えて投資家にとって有用かつ適切と判断される重要情報を

積極的かつタイムリーに開示

規模拡大による投資口流動性向上が必要不可欠

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。 108

＊なお、複数の海外年金基金と継続的にコミュニケーションをとっている。

※このページでは、東急REIMの考えを紹介しています。



セグメント別各指標貢献度

期末算定価額 賃貸可能面積期末算定価額 賃貸可能面積

商業施設（郊外）
24,130百万円（10.6%） オフィス

137,554.58㎡（49.1%）
商業施設（郊外）
115,242.02㎡（41.1%）

オフィス
128,660百万円（56.5%）

商業施設（都心）
74,950百万円（32.9%）

商業施設（都心）

月額賃料 減価償却費等控除前利益（NOI）

商業施設（都心）
27,335.59㎡（9.8%）

商業施設（郊外） 商業施設（郊外）

オフィス
663,862千円（59.2%）

138,392千円（12.3%）
オフィス
2,916,875千円（58.8%）

691,943千円（14.0%）

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。 109

商業施設（都心）
319,107千円（28.5%）

商業施設（都心）
1,348,806千円（27.2%）



物件別各指標貢献度

期末算定価額 賃貸可能面積期末算定価額 賃貸可能面積

QFRONT（キューフロント）
23,000百万円（10.1%）

世田谷ビジネススクエア
18 600百万円（8 2%）

ビーコンヒルプラザ
（イトーヨーカドー能見台店）
50,285.89㎡（18.0%）

18,600百万円（8.2%）

cocoti（ココチ）
17,500百万円（7.7%）

湘南モールフィル
44,078.12㎡（15.7%）

TOKYU REIT
渋谷宇田川町スクエア
10,300百万円（4.5%）

東急虎ノ門ビル
16,200百万円（7.1%）

その他
142,140百万円（62.4%）

世田谷ビジネススクエア
24,961.05㎡（8.9%）

東急鷺沼ビ （ さぎ沼）
OKIシステムセンター（底地）

その他
124,177.57㎡（44.3%）

月額賃料 減価償却費等控除前利益（NOI）

東急鷺沼ビル（フレルさぎ沼）
19,610.06㎡（7.0%）

OKIシステムセンタ （底地）
17,019.19㎡（6.1%）

世田谷ビジネススクエア
128,767千円（11.5%）

世田谷ビジネススクエア
449,425千円（9.1%）その他

3 264 891千円（65 9%）

＊世田谷ビジネススクエアの延床面積は、共有持分割合55%の賃貸面積を記載

QFRONT（キューフロント）
98,621千円（8.8%）

その他
703,101千円（62.7%）

QFRONT（キューフロント）
376,063千円（7.6%）

cocoti（ココチ）
306,878千円（6.2%）

3,264,891千円（65.9%）

cocoti（ココチ）
76,623千円（6.8%）

東急虎ノ門ビル
63,352千円（5.6%）

東急鷺沼ビル（フレルさぎ沼）

東急虎ノ門ビル
300,773千円（6.1%）

2014年9月11日作成 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。 110

東急鷺沼ビル（フレルさぎ沼）
50,910千円（4.5%）

東 鷺
259,595千円（5.2%）

＊世田谷ビジネススクエアの月額賃料は、共有持分割合55%の賃貸面積を記載
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